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【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）
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状態にしたいか）

【事業の活動】
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高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】
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【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）
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1

安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

防災・減災対策の充実

避難所などの耐震化及び急傾斜地崩壊防止対策の推進

小・中学校施設天井等落下防止対策事業

教育局

教育局総務課

087-839-2611

市

平成 年度～28

特別重点 ③インフラ・施設等整備

非構造部材等改修数（全２６棟） 棟

小・中学校非構造部材耐震化率 ％

平成 年度（ 年度決算分）30 29

H27 H28 H29 H30

H27 H28 H29 H30

H30H29H28H27

　児童・生徒の安全を確保するため、屋内運動場等の天井、照明器具、ガラスなどの非構造部材の耐震化を計画的に進める。
　２６年度に１棟の天井撤去・改修を実施、２８年度までに１９校の体育館・柔剣道場・校舎の改修工事を実施しており、残る
６校については、３０年度までに改修工事を実施する予定としている。

非構造部材　大規模空間天井等撤去改修工事等（香南中）

小学校、中学校

耐震性能を確保した安全・安心な学校施設を整備する。

　学校施設の安全性の確保、また、災害時の
避難場所としての機能整備のため、国の有利
な財源を活用し、非構造部材の耐震化工事を
実施した。

平成 年度30

H30

H30

H30

年度30

％95.8

点33

平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（決算）29 平成 年度（予算）30

2,545,806 656,103 215,833 125,186

2,538,129 653,748 213,557 122,910

7,677 2,355 2,276 2,276

Ａ 継続

昨年度は、６棟の非構造部材改修工事を実施した。

国庫補助金を活用し、速やかに事業を完了させる必要がある。
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安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

防災・減災対策の充実

避難所などの耐震化及び急傾斜地崩壊防止対策の推進

住宅建築物耐震改修等事業

都市整備局

建築指導課

087-839-2488

市

平成 年度～28

一般重点

民間住宅の耐震診断実施済棟数

民間住宅の耐震改修実施済棟数

棟

棟

民間住宅の耐震診断実施済棟数（累積） 棟

民間住宅の耐震改修実施済棟数（累積） 棟

平成 年度（ 年度決算分）30 29

H27 H28 H29 H30

H27 H28 H29 H30

H30H29H28H27

高松市耐震改修促進計画に基づき、地震発生時に市民生活の生命線となる緊急輸送道路を確保するため、民間建築物に対し、耐
震診断及び耐震改修又は建替えに要する費用の一部を助成することにより、沿道の民間建築物の耐震化を促進する。地震時の建
物の倒壊等によって発生する、人的及び経済的被害を軽減するため、住宅の耐震診断及び耐震改修に要する費用の一部を助成し
、民間住宅の耐震化を促進する。また、法律の改正により、耐震診断が義務化された大規模建築物等に対し、耐震診断、補強設
計、耐震改修の費用を助成することにより、耐震化の促進を図る。

・民間住宅の耐震診断棟数　　　１３５棟　

　高松市耐震改修促進計画に基づき、耐震改修工事予定の緊急輸送道路沿いの一定の条件を満たす民間建築物、耐
震診断が義務化となった民間建築物及び民間住宅とする。

　耐震診断や耐震改修にかかる費用負担を軽くするための補助制度を設けることにより、住宅・建築物の耐震化を
促進し、地震時の建物の倒壊等によって発生する人的及び経済的被害を軽減する。

単年度及び累積ともに目標値を達成できなか
った。

単年度及び累積ともに目標値を達成できた。

平成 年度35

H30

H30

H30

年度30 ・民間住宅の耐震改修等棟数　　　７１棟（内Ｈ２９繰越分３棟２７０）
・義務化建築物の耐震診断棟数　　２１棟（内Ｈ２９繰越分４棟１４，０３１）
・義務化建築物の補強設計棟数　　　７棟（内Ｈ２９繰越分１棟４，０００）
・義務化建築物の耐震改修棟数　　　２棟（内Ｈ２９繰越分１棟４，３６０）

％92.4

％109.6

点35

点32

平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（決算）29 平成 年度（予算）30

156,442 247,396 163,974 241,464

129,956 220,310 137,799 215,289

26,486 27,086 26,175 26,175

Ａ 継続

　民間住宅の耐震改修等事業については、出張相談会の開催を増加させ、防災訓練等の機会を捉えて、周知活動を行った。今年度以降は、熊
本地震の影響や補助制度の拡充の効果が薄れるため、新たな周知活動の展開が必要になる。

　対象建築物の所有者等への個別訪問に加え、出張相談会の回数の増加や、各地域のコミュニティ、自主防災組織の活動の機会に説明を実施
し、耐震化の必要性及び重要性の啓発に努め、さらなる事業の促進を図る。
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【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）
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安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

防災・減災対策の充実

避難所などの耐震化及び急傾斜地崩壊防止対策の推進

急傾斜地崩壊防止事業

都市整備局

河港課

087-839-2522

市

平成 年度～20

単年度事業完成延長 ｍ

完成までの進捗率 ％

平成 年度（ 年度決算分）30 29

H27 H28 H29 H30

H27 H28 H29 H30

H30H29H28H27

急傾斜地崩壊防止事業
市民から要望のあった急傾斜地のうち、事業採択基準に合致した箇所において崩壊を防止する施設を整備する。

（急傾斜地崩壊防止事業）

急傾斜地崩壊防止対策事業要望箇所

急傾斜地崩壊防止事業を進めることで、市民安全で安心して暮らせる環境を形成する。

平成２９年度採択地区の要望案件について、
平成２９年度事業分の施工が完了し、目的を
達した。

平成 年度30

H30

H30

H30

年度30 塩江町中村（４）地区急傾斜地崩壊防止工事　一式
（県施行急傾斜地崩壊防止事業）
４地区　一式

％101.6

点35

平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（決算）29 平成 年度（予算）30

9,307 38,854 21,749 18,818

4,087 32,887 15,983 13,052

5,220 5,967 5,766 5,766

Ａ 継続

２９年度に引き続き、塩江町中村（４）地区において、計画的に事業推進を図っていく。

改革案なし

86.3 91.8 100 92.7

93.388.8
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指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）
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安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

防災・減災対策の充実

避難所などの耐震化及び急傾斜地崩壊防止対策の推進

鉄道施設安全対策事業

都市整備局

都市計画課

087-839-2455

民間企業

平成 年度～28

一般重点 ④6-

耐震補強施工箇所

改良済延長（ＪＲ栗林高架）

箇所

ｍ

耐震補強化率（事業費ベース） ％

長寿命化率（事業費ベース） ％

平成 年度（ 年度決算分）30 29

H27 H28 H29 H30

H27 H28 H29 H30

H30H29H28H27

　今後発生が予想される地震や経年劣化による鉄道施設の被害を未然に防止し、災害発生時における緊急応急活動の機能確保や
鉄道利用者の安全確保を図るため、緊急輸送路との交差箇所での耐震対策及び老朽化が認められる施設の長寿命化対策の実施に
対し、事業主体である鉄道事業者へ事業費の一部を支援する。

ＪＲ四国

補助対象事業者：鉄道事業者（ＪＲ四国、琴電）
耐震対策事業：緊急輸送道路と交差する高架橋

緊急輸送道路と交差する鉄道施設の耐震補強及び老朽化施設の長寿命化対策を実施し、災害発生時における緊急応
急活動の機能を確保するとともに、鉄道の安全運行及び鉄道利用者の安全確保を図る。

長寿命化対策事業：老朽化が認められる鉄道施設

　耐震対策事業については、平成２８年度に
目標を達成し事業が完了した。

　栗林架道橋（ＪＲ）の高欄改良Ｌ＝２９７
．４ｍの施工が完了し、ほぼ目標どおり長寿
命化が進捗した。

平成 年度35

H30

H30

H30

年度30 ①栗林高架（長寿命化）
　　高欄改良　Ｌ＝２５７ｍ

％100.0

％100.0

点35

点35

平成 年度（決算）27 平成 年度（決算）28 平成 年度（決算）29 平成 年度（予算）30

25,559 30,768 16,936 17,048

24,407 28,648 14,888 15,000

1,152 2,120 2,048 2,048

Ａ 継続

耐震対策事業については、平成２８年度に目標を達成し事業が完了した。長寿命化対策事業は、高欄Ｌ＝２９７．４ｍの改良実施によって予
定どおり事業が進捗した。引き続き円滑な事業進捗による早期の事業完了が望まれる。

鉄道事業者が取り組む長寿命化対策に、引き続き国・県と連携して支援し、早期の事業完了を促す。
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